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計画策定スケジュールについて

年度 令和元年度

月 11 12 １ ２ ３

検討会議

第２回

①第１回会議まとめ
②調査結果等
③事例調査
→施策の方向性

※静岡県との連携については、本計画策定と並行して協議を継続していく

・第２回検討会議では、各委員から施策の方向性について率直な意見をいただきたい
・第２回検討会議までの結果を踏まえて、事務局で計画骨子（案）を作成
・第３回会議において計画骨子（案）をお示しする

計画骨子の
検討・作成
（事務局）

第３回

検討会議議論まとめ
計画骨子（案）提示

計画素案の
検討・作成
（事務局）

計画

策定
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第２回会議の進め方について
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自治体事例等
文献・既存資料調査
企業アンケート調査

企業・関係機関ヒアリング
第1回検討会議の意見

調査結果のまとめ
課題・可能性の整理

メディカル・デバイス・コリドー計画の方向性

施策の方向性

○第１回会議の意見、調査結果、自治体事例等をもとに本県の課
題整理

○今後の医療機器関連産業の振興策について意見を拝聴

○メディカル・デバイス・コリドーの構築に向けた施策の方向性
について意見を拝聴

※第３回会議で計画骨子（案）に対す
る意見を拝聴予定

施策の方向性をもとに計画骨子（案）を事務局で作成



 第１回検討会議の意見、企業アンケート等、自治体事例等から論点整理（概要版参照）
 上記４つの論点について議論をいただきたい

施策の方向性について

 論点
 論点１ 支援体制の強化
 論点２ 企業支援の強化

①有力企業の育成
②部材供給の強化
③参入促進

 論点３ 連携の促進
①静岡県との連携
②医療機関との連携

 論点４ 人材育成、情報発信の強化
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論点１ 支援体制の強化

企業アンケート調査結果
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 本県が、県内ものづくり企業に実施したアンケート（以下、「アンケート調査」）での参入企業（参入見込みも
含む）が抱える課題として、市場ニーズ不明、開発戦略が不明といった課題の割合が高く、課題に対する支援
では、医療機関や医療機器メーカーへと県内企業との「つなぎ」を求める回答が多かった。

 また、参入企業に具体的な支援内容についてヒアリングしたところ、医療分野への技術転用（技術力の目利
き）、市場ニーズとマーケットリサーチの知見、薬事対応など専門的な支援を求める声が多かった。



論点１ 支援体制の強化

 本県との連携協議が進められているファルマバレーセンター（静岡県）では、創薬に対応するコーディネーター
が1名と医療・介護ロボット・機器に対応するコーディネーターが3名常駐。また、東京医工連携HUB機構（東
京都）では、製販企業、臨床機関、研究機関の各コーディネーターを設置。

 上記のほか、⾧野県、神戸医療産業都市などの自治体で専門の支援体制が整備されている。

（出典）
ふじのくに医療城下町推進機構（http://fuji-chinobe.fuji-pvc.jp/international/structure.aspx）
東京医工連携HUB機構（https://ikou-hub.tokyo/contents/about/ ）

常勤
１名 常勤

３名

静岡ファルマバレーセンター 東京医工連携HUB機構

• 専門支援窓口はないが公設試や産業支援機関と連携した支援を実施本県の現状 6



ひろしまヘルスケア推進ネットワーク
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（出典）
経済産業省中国経済産業局HP

論点１ 支援体制の強化

 広島県では、「いつまでも健康で安心に暮らせる社会」を目指して、医療、福祉、大学、行政など関係者が一
体となった協議会を設置して、県内外の企業のヘルスケア関連製品等の治験・臨床試験、モニタリング評価など
全国でも類を見ない取り組みを実施している。



論点１ 支援体制の強化

 東北大学ASU（アカデミック・サイエンス・ユニット）ではバイオデザインの考え方（開発の初期段階から事業化
の視点も検証しながら、医療現場の問題解決策から医療機器を開発）を取り入れ、企業を受け入れている。

 神戸医療機器開発センター（MEDDEC ／メデック）は、中小企業基盤整備機構が設置した公的賃貸施
設で、実験用オペ室、研修室、⾧期観察施設が備わり、医療機器の研究・開発・評価が行える先進的な支
援施設となっている。

神戸医療機器開発センター東北大学アカデミックサイエンスユニット

１．クリニカルイマージョン
企業の方に医療従事者が抱える、もしくは医療
従事者すら気がついていない「これが欲しかった」
と言われるニーズを探索・発見する機会を提供

２．ブレインストーミング
医療現場にあるニーズの中から真に価値のある
ものを見出し、事業化コンセプトを創出するた
めに議論の機会を提供

３．ネットワーキング
関連企業、研究者、医療機関、公共機関、出
先機関などの様々なネットワークの構築に寄与し
ます。そして、視点、視野を広げ、企業と一緒に
なって開発・事業化を加速

（出典）
CRIETO 東北大学病院臨床研究センター（https://www.crieto.hosp.tohoku.ac.jp/)
神戸経済ニュース（news.kobekeizai.jp/brogｰentryｰ2040.html)

8• 支援体制強化により実施すべき支援は議論のポイント



論点２ 企業支援の強化 ①有力企業の育成

 アンケート調査で、医療機器関連産業に参入している企業のうち、年間売上高に占める医療分野の売り上げ
が10％未満との回答した企業は51.7％。

 薬事工業生産動態統計で、本県で生産金額が増加傾向にある医療機器は、治療系医療機器のうち治療
用又は手術用機器（年平均成⾧率95.9%）や鋼製器具（同72.8%）、診断系機器のうち医用検体
検査機器（同22.0％）となっている。
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企業アンケート調査結果 薬事工業生産動態統計

注:国内市場規模＝国内生産額＋輸入額－輸出額。市場規模の（ ）内は構成比。
CAGR＝年平均成⾧率。

（出典）厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査」より作成
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論点２ 企業支援の強化 ①有力企業の育成

（出典）東海部品工業（株）HP（ http://www.tokaibuhin.co.jp/medicalparts/ ）、ファルマバレープロジェクトHP（ http://www.fuji-pvc.jp/project/product.aspx ）
（株）JMSプレスリリース（https://www.pref.yamaguchi.lg.jp/press/201703/036850_f1.pdf）

山口県産業技術センター内 イノベーション推進センター 東海部品工業（ファルマバレープロジェクト）

大腿骨髄内釘システム（人
工関節インプラント）

【研究・開発主体】
東海部品工業(株)、（独）
産業技術総合研究所、（一
財）日本人工関節研究所、
公立玉名中央病院

創部洗浄システム（小骨片
や異物等の正常除去、骨折
面の洗浄等に使用される装
置）

【研究・開発主体】
東海部品工業(株) 、 (株)
ジョイアップ
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 山口県では、産業技術センターにおいて、県内中小企業と大学、製販企業のマッチングを行い、県の補助金や
国の競争的資金を活用しながら、医療機器の共同開発・事業化に結び付けている。

 静岡県では、ファルマバレープロジェクトに東海部品工業（株）が参画、自動車用の部品（ボルト）で培った
加工技術を活用し、人工関節等を実用化、OEM供給の他、自社ブランド製品の製造・販売にまで成⾧。

 成功モデル企業を輩出することで、医療産業クラスター内のものづくり企業の士気向上による後続企業の誘発
や機器開発成功に伴う医療現場からのニーズ供給増加などが期待される。

• 参入企業の更なる成⾧のために必要な支援とは議論のポイント
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(%)

論点２ 企業支援の強化 ②部材供給の強化

企業アンケート調査結果
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 アンケート調査で、医療機器関連分野への参入企業（参入見込みも含む）が考える今後の事業展開は、
メーカー等への部材供給が最も多かった。（47.3%）

 また、既に部材供給で参入している企業の医療機器の分類は、診断機器（40.0%）、治療機器
（20.0%）の順に多い。その他は、病院設備・備品、リハビリ機器製造等があった。



論点２ 企業支援の強化 ②部材供給の強化

企業アンケート調査結果

• 半導体製造や生産用機械製造から医療機器の部材供給へと展開している企業が存在本県の現状
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今後､ どのような技術を医療機器開発・製造に応用したいか (n=112) (%)

 アンケート調査で、既に部材供給で参入している企業の供給形態は、特注品（47.7％）、汎用（21.5％)
と続き、高い技術力や小ロット対応、設計対応などの「強み」が考えられる。

 参入企業（参入見込みも含む）が応用したい技術は、精密機械加工技術を活用した人工骨部品、手術用
器具部品の提供等（19.6%）、研削・研磨加工技術を活用した試作品・開発品案件への対応等
（18.8%）が多い。
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無回答

部材供給の形態 (n=65) (%)
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論点２ 企業支援の強化 ②部材供給の強化

 成⾧分野への参入を進めるためには下請け企業から価値を創造するODM型企業への転換が肝要。
 ODM型企業への転換には、製品やサービスの付加価値を高める必要があり、経営資源が限られている企業で

は、自社のコア技術の確立・保守とともに、産学官金連携によるオープンイノベーションが重要。
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（出典）山梨県成⾧ものづくり分野支援のための
（オープンイノベーション推進）連携支援計画

• 部材供給の強化に必要な支援は議論のポイント
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論点２ 企業支援の強化 ③参入促進

企業アンケート調査結果
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 アンケート調査で回答した県内ものづくり企業のうち、参入意欲のある未参入企業は14.2％。
 また、医療機器関連分野への参入企業（参入見込みも含む）が抱える課題として、開発戦略が不明

(35.7%）、参入パターン不明（34.8%）などの回答が多く、ビジネスモデルが明確でない傾向が窺える。

19.6

0.9

13.3

2.7

46.1

2.7

14.8

0.0 20.0 40.0 60.0

既に参入しており､ 今後も事業展開が望める

現在は参入していないが､ 今後参入予定である

現在は参入していないが､ 今後参入を検討する予定である

現在は参入しているが､ 今後は自社の事業展開が望めない

現在は参入しておらず､ 今後も参入の予定はない

その他

無回答

医療機器等関連産業に対する参入意欲 (n=332)
(%)



（出典）
REVIC（株式会社地域経済活性化支援機構 HP「活性化ファンド業務」（http://www.revic.co.jp/business/gp/04.html ）
山陰合同銀行HP（https://www.gogin.co.jp/about/disclosure/2019/2019_J11.pdf）

 鳥取大学医学部附属病院は、医工連携による開発に取り組んできたが、より短期間に上市まで実現させるた
め、産学連携推進機構准教授が大学発ベンチャーを設立。こうした動きが県外にも伝播し、県外企業からの
相談が入り、県内外の企業連携の可能性を生み出している。

 また、地域金融機関、及びREVICキャピタル株式会社が共同設立した「とっとり大学発・産学連携ファンド」
が、同社に2億円を出資。

地銀VC「とっとり大学発・産学連携ファンド」と鳥取大学発ベンチャー

15

論点２ 企業支援の強化 ③参入促進

• 参入促進のために必要な支援は議論のポイント
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往診

訪問診療

医師・歯科医師以外の訪問

注：平成23年は、宮城県の石巻医療圏、気仙沼医療圏及び福島県を除いた数値である。
（出典）厚生労働省「患者調査H29年」

 平成29年度の在宅医療を受けた患者数は約18万人（うち訪問診療12万人、往診4万人、医師・歯科医
師以外の訪問2万人）であり、2025年には29万人になると推計されている。

 平成28年経済センサス-活動調査における特徴として、業務用機械器具、電気機械器具等が高付加価値
を実現しており、カテーテル等の高リスク医療機器のほか、医療機器メーカーへの生産機械器具提供や生産ラ
インの省力化・自動化ノウハウを強みとした医療現場への展開の可能性がある。

論点２ 企業支援の強化（参考）
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1事業所当たり付加価値額 山梨県
1事業所当たり付加価値額 全国
事業所構成比特化係数（右軸）

（百万円）

平成28年経済センサス-活動調査

16注:付加価値額 ＝ 売上高 － 費用総額 ＋ 給与総額 ＋ 租税公課
費用総額 ＝ 売上原価 ＋ 販売費及び一般管理費
特化係数＝県内の業種別事業所数構成比÷全国の業種別事業所数構成比



医療技術を用いた
豊かな生き方の実
現

疾患の予防・早期
発見 診断・治療の標準化・高度化 患者負担の軽減 遠隔・在宅医療へ

の移行 医療の効率化

・アシスト機器
・不妊治療

・個人情報に基づく
ヘルスケアサービス

・遺伝子検査による
診断・発症前治療

・早期検査

・画像診断等
・ソフトウェア ・人工臓器・組織 ・低侵襲治療機器

（カテーテル）

・低侵襲治療機器
（手術器具、

ロボット）
・インプラント機器 ・遠隔機器、

在宅医療機器
院内オペレーション

改善ソリューション

素材業
化学、プラスチック成型、金属素材業 ○ ◎ ◎ ○ ○ ○

加工業
金属加工、工業用プラスチック製品

金属製品製造
◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

機械組立業
繊維、産業機械、計測・分析機器、電
気・電子・通信機器、メカトロニクス等

○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○

サービス業
ソフトウェア、ラピッドプロトタイプ関連、機

械設計、技術サービス等
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療関連産業
医薬品、医療福祉用品、臨床検査業、

福祉介護サービス等
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

論点２ 企業支援の強化（参考）

（出典）日本医療研究開発機構「医療機器開発における注目領域およびその将来展望等について」2018年2月、「医療機器開発ケーススタディー2018年度版」医療機器開発支援ネットワーク＠産総研をもとに作成

• 本県の医療機器関連産業の有望な分野は議論のポイント

 横軸は、医療機器開発における注目領域を示している。
 縦軸は業種分類で、黄色の濃淡が濃いほど、本県における集積（特化係数が高い）や強み（付加価値額

が高い）が高い。
 表内の◎は、県内製造業及び製販企業、アンケート調査における部材供給実績を示している。
 表内の○は、全国的に該当する機器分類への参入が確認された業種を示している。

業
種

医療機器開発における注目領域
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加工業
金属加工、工業用プラスチック製品
金属製品製造

機械組立業
繊維、産業用機械、計測・分析機器電気
・電子・通信機器、メカトロニクス等

サービス業
ソフトウェア、ラピッドプロトタイプ関連業、
機械設計、技術サービス等

医療関連産業
医薬品、医療福祉用品、臨床検査業、
福祉介護サービス

予後治療診断（・治療）予防健康維持・向上 病院内

素材業
化学、プラスチック成型、金属素材業
金属製品製造
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4.8
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5.4

0 20 40 60 80

県内製造企業

県外製造企業

県内卸売企業

県外卸売企業

県内大学

県外大学

企業内研究所

国・県の研究機関( 公設試・産総研等) 

県内外病院( 大学附属病院含む) 

その他

無回答

企業・機関との取引や連携 (n=332)
(%)

論点３ 連携の促進 ①静岡県との連携

企業アンケート調査結果

 アンケート調査で回答した県内ものづくり企業の取引・連携先では、県外製造業が72.0％、県内製造業が
60.5％の順に多かった。また、県外との連携が高い傾向にあった。

 薬事工業生産動態統計における医療機器市場規模の構成比で見ると、山梨県は治療系医療機器の割合
が特に高く（97.2％)、静岡県も治療系医療機器の割合が高い(73.2％）傾向が見られる。

医療機器市場規模（薬事工業生産動態統計）

診断系医療機器
治療系医療機器
その他医療機器

山梨県
診断系医療機器
治療系医療機器
その他医療機器

静岡県
診断系医療機器
治療系医療機器
その他医療機器

⾧野県
診断系医療機器
治療系医療機器
その他医療機器

全国

市場規模
年平均成⾧率

('16-'18)
（％）

6,676.3 29,027.1 100.0% 0.3
5,632.7 19.4% ▲ 2.8

17,201.6 59.3% 1.7
6,177.0 21.3% ▲ 0.7

65.8 494.4 100.0% ▲ 1.6
12.8 2.6% 19.0

480.4 97.2% ▲ 2.1
1.3 0.3% 99.5

891.2 2,697.5 100.0% ▲ 11.6
243.3 9.0% 0.9

1,975.1 73.2% ▲ 15.6
479.1 17.8% 4.9

86.6 148.1 100.0% ▲ 8.8
58.3 39.4% ▲ 22.9
64.3 43.4% 8.9
25.5 17.2% ▲ 0.4

医療機器市場規模
（億円）
A+B-D

注:CAGR＝年平均成⾧率。国内市場規模＝国内生産額＋輸入額－輸出額
（出典）厚生労働省「薬事工業生産動態統計調査」より作成
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論点３ 連携の促進 ①静岡県との連携

 静岡県内の医療機器製造事業所は114事業所のうち約半分の58事業所が静岡県東部に立地している。
 上記58事業所の内47事業所がファルマバレーセンターの支援により医療機器製造業登録を取得している。

19



論点３ 連携の促進 ①静岡県との連携

20

 東九州メディカルバレー構想における大分県と宮崎県の連携内容として、医療機器ニーズ探索交流会（医療
ニーズ共有）、企業情報共有、大学寄付講座実施展示会への共同出展がある。

医療ニーズの共有

企業情報の共有

大学寄付講座

展示会共同出展

• 静岡県との連携により進める取り組みは議論のポイント

（出典）「東九州メディカルバレー構想における成果（第３回全国医療機器開発会議）」を一部修正



論点３ 連携の促進 ②医療機関との連携
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県内サービス関連企業

県外サービス関連企業

県内大学

県外大学

企業内研究所

国・県の研究機関( 公設試・産…

県内外病院( 大学附属病院含む) 

今後､ 連携したい企業・機関 (n=112)
(%)

企業アンケート調査結果

21• 山梨大学附属病院以外の医療機関との連携が少ない本県の現状

 アンケート調査で回答した医療機器関連分野への参入企業（参入見込みも含む）のうち、医療機関との連携
意向は21.4％と低く、医療機関連携を促進する必要がある。

 臨床現場別では病院設備のほか、在宅医療の患者数、リハビリ関連機器の市場は拡大すると推計されており、
機器開発の需要が見込まれる。

 治療機器や診断機器のほか経営効率を高める機器、医療情報システム開発等も期待される。
医療機器開発における医療機関の連携

【医療機関の協力メリット】
・医療現場の課題解決 ・医療の質の向上
・自分の欲しい医療デバイスの実現 ・研究業績実績
・パテント取得によるライセンス収入 など



論点３ 連携の促進 ②医療機関との連携

アイデアボックス 飯塚メディコラボ

22

（出典）飯塚病院HP

（出典）日本医療研究開発機構（AMED）

 日本医療研究開発機構（AMED)では、医療機関からのニーズ提供、企業等による医療ニーズ詳細がWEB上
で閲覧が可能（会員登録制）となっている。また、ファルマバレーセンターでは、医療機関にアイデアボックスを設
置して、医師等の困りごとを基に医療機器を開発している。

 飯塚市（福岡県）では市内３病院（飯塚病院、済生会飯塚嘉穂病院、飯塚市立病院）が連携し、診療を
主とする病院の臨床現場に企業が入り医療ニーズを探索、医療福祉機器を共同開発している。

• 医療機能に応じた連携方法は議論のポイント



論点４ 人材育成・情報発信の強化
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東京医工連携HUB機構

（出典）
東京医工連携HUB機構HP
（https://ikou-hub.tokyo/contents/manual/ ）
2019日米医療機器イノベーションフォーラム神戸
（ https://www.fbri-kobe.org/kbic/forum/ ）

 アンケート調査で、参入意向がない企業の理由は、設備対応に次いで理解不足（31.5％）が多い。
 東京医工連携HUB機構では、医療現場のニーズ、ものづくり企業の情報、開発補助金や資金情報、イベント

情報をWEBで公開。都内企業や医療従事者のほか、国内はもとより世界へ情報発信している。
 医療関連産業クラスターでは、企業や医療従事者などの認知してもらう取り組みも重点的に行っている。

※2018は静岡で開催

20.4
14.8

16.7
41.4

25.3
31.5

14.8
22.2

7.4

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

人材確保が困難
資金不足

技術シーズ不足
既存設備での対応が困難

医療機器分野のネットワーク不足
医療機器分野に対する理解不足

法規制への対応の煩雑さ
その他

無回答

医療機器等関連産業への事業参入の可能性がない理由(n=162)
企業アンケート調査 日米医療機器イノベーションフォーラム

• 今後取り組むべき人材育成・情報発信は議論のポイント



計画骨子（案）の考え方（第1回検討会議意見等を基に作成）

24

計画の方向性について

 計画骨子（案）の作成に向けて考え方を整理。
 メディカル・デバイス・コリドーの構築に向けた戦略を立て施策を実施。

企業支援の強化 連携の促進 人材育成・情報発信の強化支援体制の強化

医療機器関連産業の成⾧期

2020～2021
（短期）
基盤構築

メディカル・デバイス・コリドーの構築

医療機器関連産業の拡大期

短期目標

2022～2024
（中期）

成⾧フェーズ

2025～2030
（⾧期）

拡大フェーズ
⾧期目標

中期目標

○専門支援機関検討・設置
○公設試や産業支援機関との

連携促進

○開発プラットフォーム確立
○部材供給網拡大
○ベンチャー創出、

VCネットワーク構築

○静岡県との連携事業促進
○医療機関との連携促進

○医療人材養成講座
○ニーズ・企業探索システム構築
○コリドーの認知度拡大

○専門支援機関機能拡大
○公設試や産業支援機関との

連携深化

○モデル企業創出(開発・ODM等）
○製造・製販企業成⾧促進
○ベンチャー創出・誘致、

VC資金の増大

○静岡県との連携事業発展
○医療機関とのネットワーク構築

○新たな人材養成の検討
○コリドー認知の一層の拡大

○全国トップレベルの支援による
クラスター形成

○新たな医療機器開発の促進
○医療機器メーカー誘致

○新たな連携の協議・実施
○医療機関連携による実証

フィールドなどの形成

○全国トップクラスの人材育成
○医療機器関連産業クラスターの

認知度定着

医療機器関連産業の基盤構築期

施策の方向性


